
第１次美幌町行政改革実施計画

（平成２８年度～平成３０年度）

【平成３０年度実施結果】

美　　幌　　町



（金額：千円）

主な実績・効果 削減額 収入額
1　行政評価システムの運用 様式及び評価システムの見直しを実施。職員の事務負担軽減を図った。 0 0

2　窓口サービスの向上 相談内容に応じ、関係部署との連携等を行い、早期解決を図った。 0 0

3　申請手続き等の簡素化・効率化 印鑑登録申請及び住所変更届以外の申請用紙を統一した。 0 0

4　災害対応マニュアルの作成 避難所運営マニュアルを策定。 0 0

5　ファイリングシステムの運用 月１回のファイリング点検を一部グループで試行実施。 0 0

6　電子申請の拡充 ふるさと寄附金、講座やイベントの申し込みに簡易申請を活用。 0 0

7　職員提案制度の活用 提案9件を整理。2件協議し、内1件を実施。 0 0

8　補助金・負担金の見直し 他市町村の取組や社会情勢等を鑑みた結果、必要に応じて検討を進める。 0 0

9　峠牧場の民間経営 通年預託ができるように牛舎の建設を行い完成し、本格稼働。 0 0

10　給食センター調理部門の業務委託の検討 各種検討を実施したが、民間委託化の判断はできていない。 0 0

11　保育サービスの充実 支援を必要とする児童については、補助保育士を雇用して対応。 0 0

12　学童保育所の充実 対象学年の拡大について協議を行ったが、拡大には至っていない。 0 0

13　子育て支援センターの充実 一時預かり利用者数…29年度 828人、30年度 1,033人。 0 0

14　子ども発達支援センターの充実 － 0 0

15　母子保健サービスの充実 妊産婦教室　96人、産後1ヶ月健診への助成　94人。 0 0

16　受診率の向上 国保病院で子宮頸がん検診が受診可能となった。 0 0

17　健康づくりの充実 運動指導室・健康遊浴室利用者数 49,439人。 0 0

小計 0 0

18　広報・広聴機能の充実 町民2,000人にアンケート調査を実施(605件(30.3％)の回答)。 0 0

19　協働の推進 おはようコール　3回実施　町民参加人数　計2,759人 0 0

20　町民活動団体への支援充実 若い世代向けに3団体が主催してプロの公演を町民に提供した。 0 0

21　地域サポーターの活動促進 利用　1件。令和元年度から本格的な検討を実施。 0 0

22　男女共同参画の推進 附属機関等の委員会の女性登用率　29.50％ 0 0

23　地域防災体制の充実 図上訓練を開催　参加者　35名(防災訓練は天候の影響により中止) 0 0

24　自主防災組織の充実・強化 自主防災組織は1カ所設立され、結成率は85.88％となった。 0 0

25　交通安全の推進 高齢者等の運転免許の自主返納　申請件数105件 0 0

小計 0 0

26　町税等の収納対策の強化 預貯金などの差押え及び動産の公売等による滞納処分を継続。 0 0

27　税外収入の充実 ふるさと寄附金　1,015件、寄附金額　35,746千円。 0 22,586

28　使用料・手数料の見直し 使用料約380件、手数料約30件の料金改定を実施。 0 0

29　経費の削減 12施設の契約電力を見直し、電気料金の削減を図った。 ▲ 12,138 0

30　健全な財政運営の推進 「ことしの仕事」等により財政状況の周知を実施。 0 0

31　病院事業の経営計画の策定 計画に基づいた運営を進めているが、医業収益の減により計画を下回った。 0 0

32　水道事業の健全経営 計画に基づいた事業運営を進め、純利益を計上する経営結果となった。 0 0

33　公共下水道及び個別排水事業の健全化 使用料の料金改定を実施。 0 0

34　簡素で機能的な組織機構の構築 防災体制の強化を図るため、総務グループに主幹職を配置。 0 0

35　定員の適正管理 障がい者の法定雇用率確保　町：2.59％（法定2.5％） 0 0

36　人事評価制度の活用 管理職昇格者を研修センターへ派遣し、評価者研修を実施した。 0 0

37　職員の人材育成と能力向上 道との人事交流実施（2名）　独自研修の実施（6研修　延べ252名参加） 0 0

小計 ▲ 12,138 22,586

38　公共施設の適正配置等の推進 適切な資産管理のため固定資産台帳を更新した。 0 0

39　庁舎改築等の検討 基本設計（案）について町民説明会及びパブコメを実施。 0 0

40　季節保育所の統廃合 － 0 0

41　へき地保育所の統廃合 児童数が10人を下回った保育所有。次年度も同様の場合休止。 0 0

42　みどりの村のあり方の検討 サービスの向上に向けた改修の検討を行った。 0 0

43　遊休施設の再利用 旧栄森牧場を企業の森づくりとして活用する。 ▲ 303 0

44　橋梁長寿命化修繕計画の推進 大正橋補修工事を実施。 0 0

45　公園施設長寿命化計画の推進 東町公園遊具、みとみ公園遊具の更新を実施。 0 0

46　下水道施設長寿命化計画の推進 下水道施設長寿命化計画に基づき、施設等更新工事を実施。 0 0

47　公営住宅等長寿命化計画の推進 世帯数に応じた間取りへの新規入居及び住み替えを実施。 0 0

48　町有財産の売却及び貸付の推進 未利用町有地の売払いを実施。1件　売払額　2,143千円（再掲） 0 (2,143)

小計 ▲ 303 0

▲ 12,441 22,586

※No.48の収入額2,143千円は再掲のため、計上していません。
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基本方針 № 取組項目 実施内容 担当G ページ

1 行政評価システムの運用 行政評価の実施、検証、制度の見直し まちづくりＧ 1

2 窓口サービスの向上 窓口サービスの継続的改善 関係Ｇ 1

3 申請手続き等の簡素化・効率化 手続の簡素化・添付書類の簡略化に向けた取組 関係Ｇ 1

4 災害対応マニュアルの作成 初動体制マニュアル（地震・水害）の策定 避難所開設マニュアルの策定 総務Ｇ 1

5 ファイリングシステムの運用 維持管理体制の構築 総務Ｇ 2

6 電子申請の拡充 イベントの申込等電子申請を拡充、スマートフォンへの対応などによる、利便性の向上 総務Ｇ 2

7 職員提案制度の活用 職員提案制度の見直し及び提案件数の増 総務Ｇ 2

8 補助金・負担金の見直し 行政評価等により、成果、効果等の客観的な評価内容を公表 総務Ｇ 2

9 峠牧場の民間経営 峠牧場の機能を活かした民間委託による牧場運営 農政Ｇ 2

10 給食センター調理部門の業務委託の検討 運営方法の見直し、施設改修の検討、人員配置の検討 学校給食Ｇ 3

11 保育サービスの充実 障がい児・支援を必要とする児童の受入体制の整備 児童支援Ｇ 3

開館時間延長のニーズへの対応

対象学年の拡大検討

新規利用者の拡大に向けた取組

子育てサークルへの支援

一時預かりのニーズ増への対応

14 子ども発達支援センターの充実 中央保育所閉所後の跡施設利用 児童支援Ｇ 4

魅力ある妊婦教室の開催

産後1ヶ月健診への助成

北見市内関係医療機関での、子宮頸がん検診町独自クーポン券の利用

町独自無料クーポン券の配付

レディース検診実施の検討

17 健康づくりの充実 運動教室メニューの検討・研究 保健福祉Ｇ 5

まち育出前講座メニューの見直し

まち育講座の積極的な活用

町民満足度調査の実施

協働の指針、マニュアル等を活用した普及啓発

町と自治会や団体が協働してコミュニティ活動の推進

ボランティア（協力員）による講座等の準備・指導体制の構築 博物館Ｇ 6

まちづくり活動奨励事業の活用促進 まちづくりＧ 7

若者による若者向けの鑑賞事業団体の育成・支援 社会教育Ｇ 7

21 地域サポーターの活動促進 担当自治会の会議等への積極的な参加 まちづくりＧ 7

講演会、研修等で意識づくりを推進

附属機関等の委員会の女性登用率を３０％以上確保

自治会と連携した防災訓練の実施

防災備蓄品の計画定期備蓄、防災協定の締結による災害時の体制強化

設置未自治会に対しての事業周知

収納庫購入補助に対する上限額の引き上げ

防災資機材・収納庫整備の既存設備の更新に対する助成検討

高齢者等の運転免許の自主返納に対する公共交通機関利用券の交付

関係団体との調整を図り効果的な啓発活動の実施

啓発活動の形骸化防止

児童支援Ｇ

保健福祉Ｇ

保健福祉Ｇ

まちづくりＧ

まちづくりＧ

総務Ｇ

総務Ｇ

まちづくりＧ

23 地域防災体制の充実

24 自主防災組織の充実・強化

まちづくりＧ

―　目　　次　―
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基本方針 № 取組項目 実施内容 担当G ページ

―　目　　次　―

クレジット収納など他の納付方法の調査・研究

滞納処分強化、法的措置による未収債権の回収、サービス制限拡大

徴収部門の組織強化のための効率的・効果的な徴収組織の確立

ふるさと寄附金事業の推進 まちづくりＧ 11

未利用町有地の売払促進 財務Ｇ 11

使用料・手数料の見直し

減免措置の目的と効果の検証、適正化

町外者利用による割増料金の検討

経費削減策の取組手法の周知徹底 総務Ｇ 12

必要に応じた公用車更新計画の見直し 財務Ｇ 12

第２次財政運営計画の見直し

「グラフで見る財政状況」「ことしの仕事」「まちのお財布事情」の作成

31 病院事業の経営計画の策定 第２期美幌町立国民健康保険病院改革プランの策定 国保病院 12

料金収納業務の委託化の検討

水道事業基本計画の策定

使用料の見直し

使用電力量の少ない設備機種の選定による低ランニングコスト化

34 簡素で機能的な組織機構の構築 グループの統廃合を行い、常に最適な組織機構への見直し 総務Ｇ 13

組織の状況に配慮した職員の適正配置

障がい者の法定雇用率確保

定期的な評価者研修の実施

人材育成推進委員会を通じて課題の解決や制度の改善

人材育成方針の見直し、各種研修事業の充実

道との人事交流、国、民間企業との人事交流の検討

職員のニーズに合わせた効果的な研修機会の提供

38 公共施設の適正配置等の推進 公共施設等総合管理計画の策定及び固定資産台帳の整備 財務Ｇ 15

39 庁舎改築等の検討 検討組織の立ち上げ　将来の庁舎建設に向けての検討研究 総務Ｇ 15

40 季節保育所の統廃合 中央保育所の閉所 児童支援Ｇ 15

41 へき地保育所の統廃合 休止の検討 児童支援Ｇ 15

42 みどりの村のあり方の検討 みどりの村あり方検討委員会の開催 農政Ｇ 15

43 遊休施設の再利用 他施設への転用 関係Ｇ 16

44 橋梁長寿命化修繕計画の推進 修繕計画に基づく修繕（大正橋） 建設Ｇ 16

修繕計画に基づく修繕（いなみ北公園遊具更新）

修繕計画に基づく修繕（青山南・東町公園遊具更新）

修繕計画に基づく修繕（みとみ公園遊具更新）

46 下水道施設長寿命化計画の推進 長寿命化計画に基づく施設の更新・検討 建設Ｇ 17

47 公営住宅等長寿命化計画の推進 公営住宅等長寿命化計画の見直し 建築Ｇ 17

48 町有財産の売却及び貸付の推進 未利用町有地の売払促進 財務Ｇ 17

使用料・手数料の見直し

29

税務Ｇ町税等の収納対策の強化

35 定員の適正管理

建設Ｇ

財務Ｇ

水道Ｇ

建設Ｇ

総務Ｇ

総務Ｇ

総務Ｇ

財務Ｇ

36 人事評価制度の活用

28
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45 公園施設長寿命化計画の推進
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26

37 職員の人材育成と能力向上

27 税外収入の充実

32 水道事業の健全経営

33 公共下水道及び個別排水事業の健全化

経費の削減

30 健全な財政運営の推進 12

11

10

13

16
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13



基本方針１　事務事業の改善 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

1
行政評価シ
ステムの運用

　行政評価を本格導入し、Ｐ
ＤＣＡサイクルの確立を目指
しながら、運用において明ら
かになった課題を整理し、よ
り良い制度へ見直しを行いま
す。

　行政評価の実施、検証、
制度の見直し

検討　△ → 実施　◎

　様式及び評価システムの見直しを行い、
評価事務に係る職員の負担軽減を図るとと
もに、評価結果を予算及び事業への反映を
行えるものとした。

Ｂ　 計画
どおり

－ － まちづくりＧ

　窓口サービスの継続的
改善①

実施　◎ 実施 実施　◎

　相談業務については、相談内容に応じ、
関係部署などと連携をとったり、別な相談窓
口を紹介するなどして早期解決が図られる
よう対応を行った。

Ｂ　 計画
どおり

－ －
関係Ｇ

(まちづくり
Ｇ)

　窓口サービスの継続的
改善②

継続実施　⇒ 実施 継続実施　⇒
　窓口対応の質を高めると当時に、手続き
漏れがないよう、気配りのある対応に努め
た。

Ｂ　 計画
どおり

- -
関係Ｇ

(環境生活
Ｇ)

3
申請手続き
等の簡素化・
効率化

　各種手続時の添付書類の
省略化、申請手続きの町民
負担軽減及び事務の効率化
に向けて検討します。

　手続の簡素化・添付書
類の簡略化に向けた取組

継続実施　⇒ 一部実施 継続実施　⇒

　ワンストップ窓口の導入は、現庁舎では難
しい状況だが、手続きがスムーズに行える
ように説明用紙での案内に努め、手続きに
漏れのないよう、気配りのある対応に努め
た。
　平成31年2月からは、印鑑登録申請及び
住所変更届以外の申請用紙を統一し、申請
手続きの利便性を図った。

Ｂ　 計画
どおり

- - 関係Ｇ

4
災害対応マ
ニュアルの作
成

　災害発生時に行動する職
員が、慌てず対応できるよう
に、自ら防災意識を高めると
ともに、各自が正しい知識を
身につけられるようにマニュ
アルを整備します。

　初動体制マニュアル（地
震・水害）の策定
　避難所開設マニュアル
の策定

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　平成29年2月策定の初動体制マニュアル
により、発災時における職員の初動体制の
認識共有が図られ職員による災害対処訓
練においてもスムーズに対応ができた。
　また平成30年6月策定の避難所運営マ
ニュアルについては、地域住民による避難
所運営のためのガイドラインとして活用する
こととし周知、普及に努めた。

Ｂ　 計画
どおり

- - 総務Ｇ

2
窓口サービス

の向上

　窓口利用者等の評価や意
見を的確に把握し、利用者の
利便性のさらなる向上を図る
ことで、窓口サービスの向上
に取り組みます。

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　1



基本方針１　事務事業の改善 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

5
ファイリング
システムの運
用

　平成26年度にファイリング
システムを試行導入してか
ら、本庁舎及び別館への完
全導入を進め、新たな管理
体制を構築します。

　維持管理体制の構築 検討　△ → 一部実施　○

　具体的な維持管理体制の構築は図られな
かったが、月１回のファイリング点検を一部
グループで試行実施。
　段階的に対象グループ全部で実施すると
ともに、引き続き具体的な運用方法等の検
討を図っていく。

Ｂ　 計画
どおり

- - 総務Ｇ

6
電子申請の
拡充

　既に実施している電子申請
に加え、イベントの申込等電
子申請を拡充し、利便性の向
上を図ります。

　イベントの申込等電子申
請を拡充、スマートフォン
への対応などによる、利
便性の向上

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　ふるさと寄付金、講座やイベントなどの申
し込みに簡易申請を活用している。

Ｂ　 計画
どおり

- - 総務Ｇ

7
職員提案制
度の活用

　町民サービスの向上や事
務効率化のため、職員提案
制度を活用し、職員の改善意
識の高揚を図ります。

　職員提案制度の見直し
及び提案件数の増

実施　◎ → 継続実施　⇒

　事務改善委員会に提案のあった9件につ
いて事務局で整理。
　2件について委員会で協議、内1件を実
施。
　担当Ｇに対する検討指示が3件、担当Ｇに
対する情報提供が4件となった。

Ｂ　 計画
どおり

- - 総務Ｇ

8
補助金・負担
金の見直し

　行政評価等により、事業の
目的、効果、成果を検証し、
必要に応じて見直しを図ると
ともに、補助一覧等を作成し
公表します。

　 行政評価等により、成
果、効果等の客観的な評
価内容を公表

検討　△ 準備 検討　△
　他市町村の取組や社会情勢等を鑑みた結
果、必要に応じて関係グループと見直しの
検討を進めていくこととした。

Ｂ　 計画
どおり

- - 総務Ｇ

9
峠牧場の民
間経営

　峠牧場の機能を活かしなが
ら、民間企業による預託牛の
受入を行い本町の畜産振興
を図ります。

　峠牧場の機能を活かし
た民間委託による牧場運
営

実施　◎ → 継続実施　⇒

　通年預託ができるように牛舎の建設を行
い完成、本格稼働となった。民間企業と預託
牛の受入れの委託契約を締結、畜産振興を
図っている。

Ｂ　 計画
どおり

- - 農政Ｇ

　2



基本方針１　事務事業の改善 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

10

給食センター
調理部門の
業務委託の
検討

　調理業務の民間委託が将
来に渡って安全な給食を安
定して供給ができるかどう
か、近隣の状況などを含め調
査・検討します。

　運営方法の見直し、施
設改修の検討、人員配置
の検討

検討　△ ― 検討　△

　学校給食を安全かつ安定的に供給するた
め、食中毒やノロウイルスの予防対策、食
物アレルギーを持つ児童・生徒の除去食等
の個々対応、日々の異物混入対策を実施し
ているが、調理業務の民間委託によって、こ
の課題を引き続き対応していけるのかを検
討した。
　また、調理部門の民間委託をしている他
町村の実態を調査し、委託業者の撤退や破
綻により給食を長期停止せざるを得なかっ
たり、再度直営に戻している市町村の実態
を把握した。
　しかし、民間委託化の判断はできていない
ため、今後もこの課題について検証・検討を
行い、民間委託または直営の判断をする。

Ｂ　 計画
どおり

- - 学校給食Ｇ

11
保育サービス
の充実

　児童が安全でかつ快適に
生活できる良好な環境を提
供し、児童の心身の健康を保
障します。また、保護者が安
心して就労と子育ての両立
ができる保育環境を提供しま
す。

　障がい児・支援を必要と
する児童の受入体制の整
備

実施　◎ → 実施　◎
　障がい児や支援を必要とする児童につい
ては、現状の保育士体制の他に補助保育
士を雇用して対応した。

Ｂ　 計画
どおり

- - 児童支援Ｇ

　開館時間延長のニーズ
への対応

－ ― － － － － －

　対象学年の拡大検討 検討　△ → 検討　△

　対象学年を拡大した場合の受け入れ場所
について、既存の教室等の活用が可能かど
うか協議を行ったが、拡大には至らなかっ
た。今後も引き続き協議を行う。

Ｂ　 計画
どおり

- -

児童支援Ｇ12
学童保育所
の充実

　学童保育所を利用している
保護者のニーズに対応し、よ
り利用しやすい学童保育所
の運営に取り組みます。

　3



基本方針１　事務事業の改善 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　新規利用者の拡大に向
けた取組

実施　◎ → 実施　◎

　次の取り組みを行い、利用者の増加に繋がった。
　・年10回「初めての方」の日を設定
　・4・10ヶ月健診等でチラシを配布
　・ＨＰに月のスケジュールを公開
　・他事業に指導員が協力し、センターのPRを実施
【「初めての方の日」の利用者数…29年度 39人 、
30年度　66人】

Ｂ　 計画
どおり

- -

　子育てサークルへの支
援

実施　◎ → 継続実施　⇒

　休止中のサークルは再活動せず、新たな
サークルも立ち上がらなかったため支援は
できなかったが、すぐに対応できるよう準備
は行っていた。

Ｃ　 計画
を下回る

- -

　一時預かりのニーズ増
への対応

実施　◎ → 実施　◎

　一時預かりのニーズは増加しており、希望
を最大限受け入れられるように調整した結
果、利用者の増加が図られた。
【利用者数…29年度 828人、30年度 1,033
人】

Ｂ　 計画
どおり

- -

14
子ども発達支
援センターの
充実

　通所児童数の増加に対応
するため、療育室の確保を図
ります。

　中央保育所閉所後の跡
施設利用

実施　◎ ― － － － － － 児童支援Ｇ

　魅力ある妊婦教室の開
催

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　教室内容の充実により参加者の満足度が
向上し、教室への出席率が増加した。
【延べ数　29年度 82名　30年度 96名】

Ｂ　 計画
どおり

－ －

　産後1ヶ月健診への助成 継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　助成実施により、子供を産み育てやすい
環境づくりができた。
【助成数　29年度 105名　30年度 94名】

Ｂ　 計画
どおり

－ －

13
子育て支援
センターの充
実

　子育て支援センターの利用
者拡大やさらなる育児支援に
取り組みます。

児童支援Ｇ

15
母子保健
サービスの充
実

　より質の高い効果的な妊婦
教室や子育て家庭への支援
の充実を図ります。

保健福祉Ｇ

　4



基本方針１　事務事業の改善 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　北見市内関係医療機関
での、子宮頸がん検診町
独自クーポン券の利用

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　H30年度より北見市内の医療機関ととも
に、国保病院で子宮頸がん検診が受診可
能となったことで、受診者の利便性が向上し
た。
【北見市内クーポン利用受診数　54名
 国保病院クーポン利用受診数　28名】
【29年度 クーポン利用受診数　96名

Ｂ　 計画
どおり

－ －

　町独自無料クーポン券
の配付

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　無料クーポンの配布とともに、未受診者に
対し個別にハガキで受診勧奨を行い受診率
の向上を図った。
【30年度　クーポン利用受診数
　子宮がん 130名、乳がん 144名、大腸が
ん 141名】
【29年度　クーポン利用受診数
　子宮がん 133名、乳がん 154名
　大腸がん 172名】

Ｂ　 計画
どおり

－ －

　レディース検診実施の検
討

実施　◎ → 継続実施　⇒

　乳がん単独の日程に大腸がん検診を同時
に実施し健診機会を増やすことで、受診数
が増加した。
【30年度　受診数 1,018名】
【29年度　受診数 　890名】

Ｂ　 計画
どおり

－ －

17
健康づくりの
充実

　しゃきっとプラザ運動指導
室利用者のニーズを反映す
るなど運動指導員が実施す
る運動教室のメニューを検討
研究し、運動指導室等の新
規利用者の増及び継続利用
者の維持に努めます。

　運動教室メニューの検
討・研究

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　外部講師による若年層向けの教室を実施
した(年２回）。
【運動指導室・健康遊浴室利用者数
　29年度 51,693人　30年度 49,439人】

Ｂ　 計画
どおり

－ － 保健福祉Ｇ

16
受診率の向
上

　健康増進法に基づいた成
人期等を対象とする健康教
育、健康相談、健康診査によ
る生活習慣病の予防、早期
発見、早期治療を促し、町民
の健康増進を図ります。

保健福祉Ｇ

　5



基本方針２　地域力の向上 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

　まち育出前講座メニュー
の見直し

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　多様な町民ニーズに対応するため、メ
ニューを見直し、新たに１０講座の追加を
行った。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　まち育講座の積極的な
活用

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　各グループに対し、まち育講座制度の周
知に努め積極的な活用を推進したが、取り
上げるテーマや担当の調整がつかず、まち
育講座の開催には至らなかった。

Ｃ　 計画
を下回る

- -

　町民満足度調査の実施 検討　△ 準備、実施 実施　◎

　18歳以上の町民2,000人に対し、美幌町で
の暮らしの満足度やまちづくりに対するアン
ケート調査を行い、605件の回答（30.3％）が
あった。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　協働の指針、マニュアル
等を活用した普及啓発

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　住民活動担当窓口において、希望者には
「協働ハンドブック」を配付した。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　町と自治会や団体が協
働してコミュニティ活動の
推進

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　前年度と同様におはようコール「旗の波」
を3回実施し、計2,759人の町民からの参加
をいただいた。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　ボランティア（協力員）に
よる講座等の準備・指導
体制の構築

一部実施　○ 準備、実施 継続実施　⇒
　協力員のサポートを受けることで、充実し
た体験学習を実施することができた。

Ｂ　 計画
どおり

- - 博物館Ｇ

19 協働の推進

　現状においても民間活力の
導入など協働は進められて
いますが、多様なニーズ、地
域課題に対応するため、より
一層協働の推進が必要で
す。

まちづくりＧ

18
広報・広聴機
能の充実

　情報提供及び情報共有は
まちづくりの基本であるた
め、的確に適当な方法で情
報提供の推進と、広く町民の
声を聴くための体制の充実
及び意見交換の機会充実を
図ります。

まちづくりＧ

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ
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基本方針２　地域力の向上 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　まちづくり活動奨励事業
の活用促進

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　事業実績なし。
　制度周知を行い、活用してもらう必要があ
る。

Ｃ　 計画
を下回る

- - まちづくりＧ

　若者による若者向けの
鑑賞事業団体の育成・支
援

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　「びほーる共催鑑賞事業実行委員会」は
出演者のキャンセルで中止となった。また
「美ほろ応援歌プロジェクト実行委員会」が
観光物産大使のTRIPLANEによるライブイベ
ント、さらに「親子でスマイル実行委員会」が
ファミリー向け鑑賞事業を新たに開催した。
若い世代向けには３団体が主催してプロの
公演を町民に提供できた。

Ｂ　 計画
どおり

- - 社会教育Ｇ

21
地域サポー
ターの活動促
進

　自治会との身近な相談窓
口としての役割を果たすた
め、地域サポーター制度の利
用しやすい環境作りに努め、
制度の周知や利活用を推進
します。

　担当自治会の会議等へ
の積極的な参加

検討　△ 準備、実施 継続実施　⇒

　利用　１件
　利用が少ないため、制度のあり方から検
討し、令和元年度から本格的な検討を実施
することとした。

Ｃ　 計画
を下回る

- - まちづくりＧ

　講演会、研修等で意識
づくりを推進

一部実施　○ → 実施　◎
　１０月に講演会を開催。
　１１月に女性プラザ祭へ２名派遣。
　男女共同参画への意識が高まった。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　附属機関等の委員会の
女性登用率を３０％以上
確保

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　実績２９．５０％（町議会議員除く）
　目標の３０％を下回ってしまったが、引き
続き周知や環境整備を行い目標値の達成
及び維持に努める。
　※29年度 ３０．７５％（町議会議員を除く）

Ｃ　 計画
を下回る

- -

22
男女共同参
画の推進

　多様化する行政ニーズに対
応するため、より多角的な視
点からの政策形成が求めら
れることから、男女が共に政
策や方針などの意思決定の
場に参画出来る環境を整え
ます。

まちづくりＧ

20
町民活動団
体への支援
充実

　町民主体のまちづくりの実
現に向け、新たな公共の担
い手となる人材の育成や町
民が活動しやすい体制づくり
を推進します。
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基本方針２　地域力の向上 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　自治会と連携した防災
訓練の実施

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　平成30年度の自主防災総合訓練について
は北地区を対象とし、開催に向け準備を進
めていたが、台風の接近による二次被害の
防止及び災害対応準備のため中止とした。
　美幸自治会を対象とした防災訓練につい
ても、台風から変わった低気圧の影響によ
り大雨が予想されたことから前述同様中止
とした。
　図上訓練は昨年度に引き続き開催し、防
災意識の高揚を図った（参加者　35名）

Ｂ　 計画
どおり

- -

　防災備蓄品の計画定期
備蓄、防災協定の締結に
よる災害時の体制強化

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　戸別配付用の非常用持出品については、
配付を継続し防災意識の向上に努めた。
　防災協定については、9月6日に発生した
ブラックアウトにより新たに協力が必要と思
われる事項について盛り込むなど協定内容
の充実を図った。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　設置未自治会に対して
の事業周知

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　自主防災組織はH30年度に1カ所設立さ
れ、結成率はH30年度末で85.88％と道内に
おいても高いものとなっている。一方で設立
組織は市街地自治会がそのほとんどであ
り、今後は農村部の組織結成に向け働きか
けを行う必要がある。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　収納庫購入補助に対す
る上限額の引き上げ

－ － － － － － －

　防災資機材・収納庫整
備の既存設備の更新に対
する助成検討

実施　◎ - － － － － －

24
自主防災組
織の充実・強
化

　町民の防災知識・技術を習
得してもらい、自分たちの地
域は自ら守り、自主防災活動
への環境整備を図ります。

総務Ｇ

23
地域防災体
制の充実

　自助、共助、公助が効果的
に機能した総合的な対策が
必要であり、単位自治会と連
携した防災訓練を実施しま
す。また、防災備蓄品の公的
備蓄、防災協定の締結や関
係機関との連携により体制
強化を図ります。

総務Ｇ
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基本方針２　地域力の向上 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　高齢者等の運転免許の
自主返納に対する公共交
通機関利用券の交付

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　自主返納を促進することにより、高齢者等
の交通事故発生を抑制した。
【Ｈ30年度申請件数１０５件】
【Ｈ29年度申請件数１０３件】

Ｂ　 計画
どおり

― ―

　関係団体との調整を図り
効果的な啓発活動の実施

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　１３３団体で組織する美幌町交通安全推進
委員会を中心に継続かつ効果的な啓発運
動を実施した。

Ｂ　 計画
どおり

― ―

　啓発活動の形骸化防止 継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　各種啓発活動を着実に実施した。
　また、交通安全に関するボランティア団体
への研修を開催し、啓発活動等について情
報提供を行った。

Ｂ　 計画
どおり

― ―

25
交通安全の
推進

　町民・町内での交通事故を
減らし、交通死亡事故ゼロを
推進します。

まちづくりＧ
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基本方針３　行財政運営基盤の強化 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

　クレジット収納など他の
納付方法の調査・研究

検討　△ → 検討　△

　既導入のコンビニ収納は納税者の利便性
向上、収納効果は高く、また費用対効果も
概ね適正と判断できている。このことからも
クレジット収納については納税者等の年齢
階層を鑑みその利便性について特に有効な
債権が何か引き続き検証。特に重要な費用
対効果についての検証まで至っていないが
引き続き調査・研究を行うこととした。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　滞納処分強化、法的措
置による未収債権の回
収、サービス制限拡大

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　第2次町税等収納向上対策方針に基づ
き、預貯金などの差押え及び動産の公売等
による滞納処分の強化を引き続き行った。
　また私債権の自力執行権取得の推進に向
け、収納向上対策実務部会により、債権管
理方法・法的措置の手順等についてさらに
整理を行い各債権所管課による意識統一
のうえ、さらなる実施に向けた基盤強化を
図った。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　徴収部門の組織強化の
ための効率的・効果的な
徴収組織の確立

検討　△ - 検討　△

　収納向上対策実務部会において、組織
的、横断的な債権管理運営の確立に向け、
各債権所管課における課題等を引き続き検
証。納税担当以外、収納事務を兼務する所
管課は多く、収納事務に費やす時間的余裕
が不足している状況もあることから、法的に
可能な情報共有の範囲を前提に、納税担当
職員による情報提供及び指導・助言、そして
実際の事務支援を行った。
　また組織強化の基本となる人材育成につ
いては徴収に関する研修会へ職員を派遣し
た　（2回･2名）。

Ｂ　 計画
どおり

- -

26
町税等の収
納対策の強
化

　町税等収納向上対策方針
に基づき収納率の向上、未
収債権の縮減を図るため納
付方法の検討、滞納処分の
強化に取り組みます。

税務Ｇ

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ
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基本方針３　行財政運営基盤の強化 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　ふるさと寄附金事業の推
進

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　新規事業者２業者の追加及び謝礼品の充
実を図った。(おいで家具、ペパーミント商
会）
　また、過去の寄付者を対象にダイレクト
メールを送付し、リピーターの確保や謝礼品
等に対するアンケート調査を行った。
【寄附件数1,015件、寄附金額35,746千円
（謝礼品等代15,303千円）】
【29年度：寄附件数1,096件、寄附金額
28,783千円（謝礼品等代13,899千円）】

Ｂ　 計画
どおり

- 20,443 まちづくりＧ

　未利用町有地の売払促
進

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　未利用町有地の売払いを実施した。
　１件　売払額　2,143千円
　※29年度 売払いなし

Ｂ　 計画
どおり

- 2,143 財務Ｇ

　使用料・手数料の見直し 検討　△ 実施 実施　◎

　使用料約３８０件、手数料約３０件の料金
改定を実施
　（令和元年１０月１日施行、平成３１年３月
５日議案可決）

Ａ　 達成
／完了

- -

　減免措置の目的と効果
の検証、適正化

検討　△ 実施 実施　◎
　減免の検証、適正化を行ったが、引き続き
減免措置の目的及び効果の検証が必要。

Ｃ　 計画
を下回る

- -

　町外者利用による割増
料金の検討

検討　△ 実施 実施　◎

　使用料・手数料の見直しに合わせて割増
を行ったが、引き続き、検討が必要
　（令和元年１０月１日施行、平成３１年３月
５日議案可決）

Ｂ　 計画
どおり

- -

28
使用料・手数
料の見直し

　各施設の利用状況、原価
計算を行い公平性の確保と
受益者負担の適正化を図る
ため、使用料手数料の見直
しと減免措置の見直しを行い
ます。

財務Ｇ

27
税外収入の
充実

　自主財源を確保し、持続可
能な財政運営を確立させるた
めふるさと寄附金や、町有財
産のより一層の有効活用な
ど、税外収入の積極的な確
保に取り組みます。
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基本方針３　行財政運営基盤の強化 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　経費削減策の取組手法
の周知徹底

継続実施　⇒ → 実施　◎

　予定していた電力契約が50キロワット以上
の高圧契約で受電している13施設のうち、リ
リー山スキー場を除く12施設で契約電力の
見直しを実施し、電気料金の削減を図った。

Ｂ　 計画
どおり

12,138 - 総務Ｇ

　必要に応じた公用車更
新計画の見直し

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　取得から20年以上経過し走行距離が長
く、老朽化が著しいライトバン３台を軽貨物
自動車３台に更新した。

Ｂ　 計画
どおり

- - 財務Ｇ

　第２次財政運営計画の
見直し

実施　◎ 実施 継続実施　⇒

　平成３０年２月に一部改定を実施したが、
今後においても必要があれば、現状にあわ
せて計画の改定を行いながら持続可能な行
財政基盤を確保する。
　※計画の改定前後の差額
　　改訂前：2,385,000千円
　　改訂後：2,335,000千円

Ｂ　 計画
どおり

－ －

　「グラフで見る財政状況」
「ことしの仕事」「まちのお
財布事情」の作成

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　町広報、ホームページ、全戸配付等により
財政状況等の周知を実施

Ｂ　 計画
どおり

- -

31
病院事業の
経営計画の
策定

　北海道が策定する地域医
療構想及び北網圏域地域医
療構想の内容を踏まえ、新た
な「美幌町立国民健康保険
病院改革プラン」を策定し、
計画に沿った取り組みを行い
ます。

　第２期美幌町立国民健
康保険病院改革プランの
策定

実施　◎ 実施 継続実施　⇒
　計画に基づいた運営を進めているが、医
業収益の減により計画を下回った。

Ｃ　 計画
を下回る

－ － 国保病院

30
健全な財政
運営の推進

　将来にわたって持続可能な
行財政運営を確保するため、
第2次財政運営計画の見直し
を行います。また、財政状況
を広く発信し、財政状況の共
有化を図ります。

財務Ｇ

29 経費の削減
　内部管理費などの削減に
努め、更なる経費削減の取
組を進めます。
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基本方針３　行財政運営基盤の強化 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　料金収納業務の委託化
の検討

中止　× - － － － － －

　水道事業基本計画の策
定

実施　◎ 実施 継続実施　⇒
　水道事業基本計画に基づいた事業運営を
進め、純利益を計上する経営結果となった。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　使用料の見直し 検討　△ → 実施　◎
　使用料の料金改定を実施。
　（令和元年１０月１日施行）

Ａ　 達成
／完了

- -

　使用電力量の少ない設
備機種の選定による低ラ
ンニングコスト化

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒ 　水処理施設の撹拌機を更新。
Ｂ　 計画
どおり

- -

34
簡素で機能
的な組織機
構の構築

　グループの統廃合を行い、
常に最適な組織機構への見
直しを図ります。

　グループの統廃合を行
い、常に最適な組織機構
への見直し

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　防災体制の強化を図るため、総務グルー
プに主幹職を配置、子育て支援部門の充実
を図るため、児童支援グループを１名増員、
健康づくり推進を図るため、保健福祉グ
ループの体制を整えた。

Ｂ　 計画
どおり

- - 総務Ｇ

　組織の状況に配慮した
職員の適正配置

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒ 　4月1日現在288人　前年比3.6％増
Ｂ　 計画
どおり

- -

　障がい者の法定雇用率
確保

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　障がい者雇用率
　町：2.59％（法定2.5％）
　教委：1.20％（法定2.5％）
　全体2.12％（法定2.5％）

Ｃ　 計画
を下回る

- -

33

公共下水道
及び個別排
水事業の健
全化

　受益者負担の適正化の観
点から使用料の見直しを適
宜行い、汚水処理経費の資
本費に対する使用料充当率
を引き上げるとともに、より一
層のコスト縮減、業務の合理
化、効率化を図り、運営の健
全化に努めます。

建設Ｇ

35
定員の適正
管理

　職員を適正に配置するとと
もに、再任用制度を活用し人
員の管理を行います。また、
障がい者の法定雇用率を確
保します。

総務Ｇ

32
水道事業の
健全経営

　人口減少に伴う給水収益
が少なくなる中、老朽施設の
更新や、耐震化は避けては
通れないため、財源確保と経
営の効率化に取り組みます。

水道Ｇ
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基本方針３　行財政運営基盤の強化 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

　定期的な評価者研修の
実施

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　管理職昇格者に対しては、研修センター
への派遣により評価者としての研修を実施
したが、独自研修の開催には至らなかった。

Ｃ　 計画
を下回る

- -

　人材育成推進委員会を
通じて課題の解決や制度
の改善

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　人事評価制度を導入しているが、平成30
年度は評価実施には至らなかった。また、
評価結果の給与等への反映が課題である
が、人材育成推進委員会の開催には至らな
かった。

Ｃ　 計画
を下回る

- -

　人材育成方針の見直
し、各種研修事業の充実

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　人材育成基本方針の見直しについては、
見直すべき時期に来ているものの、人事評
価における下位区分者の育成を盛り込む必
要があることから引き続き検討していくことと
した。
　各種派遣研修については、年度当初に研
修計画を作成・周知し、研修機会の充実を
図った。

Ｃ　 計画
を下回る

- -

　道との人事交流、国、民
間企業との人事交流の検
討

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒

　人事交流については、道との交流を２名実
施している。
　なお、国や民間企業との人事交流につい
ては、人事管理上見送ることとした。

Ｂ　 計画
どおり

- -

　職員のニーズに合わせ
た効果的な研修機会の提
供

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　研修テーマに「接遇」や「コミュニケーショ
ン」を選定し独自研修を実施した。（延べ6研
修、252名参加）

Ｂ　 計画
どおり

- -

36
人事評価制
度の活用

　職員アンケートを実施する
とともに、人材育成推進委員
会を設置し、制度の検証や改
善を図ります。また、評価者
研修を通じ、評価の公平性の
確保及び制度運用の充実を
図り、人材の育成や組織の
活性化に取り組みます。

総務Ｇ

37
職員の人材
育成と能力向
上

　平成13年に策定した人材育
成方針の見直しを図るととも
に、各種研修事業の充実を
図ります。道との人事交流を
継続して実施するとともに、
国、民間企業との人事交流
について検討します。

総務Ｇ
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基本方針４　公有財産の適正管理 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

38
公共施設の
適正配置等
の推進

　公共施設等のサービス水
準、適正配置等について、具
体的に検討することや今後
の地方公会計制度の導入を
視野に取組を進めます。

　公共施設等総合管理計
画の策定及び固定資産台
帳の整備

実施　◎ → 継続実施　⇒
地方公会計制度の運用及び適切な資産管
理のため固定資産台帳を更新した。

Ｂ　 計画
どおり

- - 財務Ｇ

39
庁舎改築等
の検討

　庁舎の老朽化に伴い、維持
管理費もかさんでいる中で将
来における現庁舎の問題
点、新庁舎の必要性、庁舎
建設の事業手法等の検討を
行います。

　検討組織の立ち上げ
　将来の庁舎建設に向け
ての検討研究

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
 新庁舎建設基本設計と実施設計を一括発注し、
平成30年度は基本設計（案）について町民説明
会及びパブリックコメントを実施した。

Ｂ　 計画
どおり

- - 総務Ｇ

40
季節保育所
の統廃合

　少子化に伴い中央保育所
の入所児童数が減少したた
め、新規募集は行わず閉所
に向けて検討します。

　中央保育所の閉所 － － － － － － － 児童支援Ｇ

41
へき地保育
所の統廃合

　集団保育を実施する上で児
童数は10人以上が望ましい
ことから、現況及び推移を把
握しながら、10人を下まわる
ことが２年継続した場合は休
止します。

　休止の検討 継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　30年度に児童数が10人を下回った保育所
が1箇所あったため、次年度も同様の場合
は休止になることを保護者に説明した。

Ｂ　 計画
どおり

- - 児童支援Ｇ

42
みどりの村の
あり方の検討

　博物館を含むみどりの村の
利用者数は年々増加の傾向
にありますが、施設の老朽化
による改修をより一層の利用
者増加に向けた取組の検討
をします。

　みどりの村あり方検討委
員会の開催

検討　△ → 検討　△
　施設の老朽化及び利用者の安全確保、
サービスの向上に向けた改修の検討を行
い、既存部分の修繕を実施した。

Ｂ　 計画
どおり

- - 農政Ｇ

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ
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基本方針４　公有財産の適正管理 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

43
遊休施設の
再利用

　廃止又は廃止が見込まれ
る公共施設の再利用を検討
します。

　他施設への転用 実施　◎ 検討 実施　◎

　(旧)栄森牧場は、平成27年5月に閉鎖、地
権者(北海道)と返還方法の協議を進めてき
たが、協議が調い、新たに分収林契約を締
結して、企業の森づくりとして活用する。
(旧）栄森牧場は、平成30年度をもって廃止
した。

Ｂ　 計画
どおり

303 -
関係Ｇ

（農政Ｇ）

44
橋梁長寿命
化修繕計画
の推進

　橋梁長寿命化修繕計画に
より、計画的かつ効率的な維
持管理・修繕（ライフサイクル
コスト以下ＬＣＣ）を推進し、計
画的な橋梁修繕を行い、補
助事業を活用しトータルコス
トを削減するとともにＬＣＣに
基づき施設の長寿命化・コス
トの平準化を図ります。

　修繕計画に基づく修繕
（大正橋）

継続実施　⇒ 完了 実施　◎
　橋梁長寿命化計画に基づき、大正橋補修
工事を実施した。

Ａ　 達成
／完了

- - 建設Ｇ

　修繕計画に基づく修繕
（いなみ北公園遊具更新）

継続実施　⇒ 完了 － － － － －

　修繕計画に基づく修繕
（青山南・東町公園遊具更
新）

継続実施　⇒ 完了 実施　◎
　公園長寿命化計画に基づき、東町公園遊
具の更新を実施

Ａ　 達成
／完了

- -

　修繕計画に基づく修繕
（みとみ公園遊具更新）

実施 実施　◎
　公園長寿命化計画に基づき、みとみ公園
遊具の更新の実施設計を行った。

Ｂ　 計画
どおり

- -

45
公園施設長
寿命化計画
の推進

　公園長寿命化計画により、
計画的かつ効率的な維持管
理・修繕（ライフサイクルコス
ト以下ＬＣＣ）を推進し、計画
的な公園遊具等の修繕を行
い、補助事業を活用しトータ
ルコストを削減するとともにＬ
ＣＣに基づき施設の長寿命
化・コストの平準化を図りま
す。

建設Ｇ
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基本方針４　公有財産の適正管理 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果 計画 結果 実績・効果 評価 削減額 収入額

（単位：千円）

№ 取組項目 取組内容 実施内容
H29年度 H30年度

所管Ｇ

46
下水道施設
長寿命化計
画の推進

　総合的かつ中・長期的な将
来像を見据えた計画を推進
し、既存施設の適切な維持・
修繕を行い、施設の長寿命
化を図り、補助事業を活用
し、トータルｺｽﾄを削減すると
ともに、費用の平準化を目指
します。

　長寿命化計画に基づく
施設の更新・検討

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　下水道長寿命化計画に基づき、施設の更
新を実施。

Ｂ　 計画
どおり

- - 建設Ｇ

47
公営住宅等
長寿命化計
画の推進

　公営住宅の状態を住棟単
位で把握・整理し、今後見直
す計画に基づき長寿命化の
ための整備、維持管理に向
けて具体的に検討・実施しま
す。あわせて予防保全的な
維持管理及び耐久性の向上
等を図る改善を実施し、ライ
フサイクルコストの縮減を図
ります。

　公営住宅等長寿命化計
画の見直し

一部実施　○ 順次実施 一部実施　○
　建替えや用途廃止に向けた管理戸数維持
のため、世帯数に応じた間取りへの新規入
居及び住み替えを実施した。

Ｂ　 計画
どおり

- - 建築Ｇ

48
町有財産の
売却及び貸
付の推進

　町有地売払要綱に定める
売り払い条件を緩和（500㎡
超の売払い価格見直し）する
など、未利用状態の町有財
産の売り払いや貸付による
有効活用を推進します。

　未利用町有地の売払促
進

継続実施　⇒ → 継続実施　⇒
　未利用町有地の売払いを実施した。
　１件　売払額　2,143千円

Ｂ　 計画
どおり

- 2,143 財務Ｇ
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